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第３２回 由利本荘市行政改革推進委員会 

開催日時 令和４年８月１日（月）午後２時００分～午後３時００分 

開催場所 由利本荘市役所 ５階 第８会議室 

出席委員（敬称略） 

 委 員 長   佐 藤 茂 良（秋田しんせい農業協同組合 代表理事専務） 

委  員  佐々木 奈美子（由利本荘市商工会女性部 副部長） 

 委  員  大越 雄一郎（由利本荘青年会議所 理事長） 

委  員  遠藤 学（公募委員） 

市出席者及び事務局 

 総 務 部 長        小 川 裕 之 

総務部行政改革推進課課長 小 番 正 明 

総務部行政改革推進課参事 森    大 樹 

総務部行政改革推進課主査 工 藤 慎 悟   

※「１．開会」、「２．あいさつ」は事務局が進行。「３．案件」以降は委員長が進行。 

 

１．開会 

・事務局より、令和４年度より公募委員の制度を設けたこと等により、委員の新たな委嘱、異動について

紹介。 

 

２．あいさつ  

・佐藤委員長よりあいさつ。 

    

３．案件 

（１）第４次行政改革大綱について「資料１」「資料２」 

・事務局から資料に基づき説明 

    【質疑応答】 

（質問）大綱に対して、取り組みしたタイミングと、いろいろな情勢により見直しをかけているタイミン

グについて教えてほしい。 

（回答）大綱と実施計画については、同時に策定しており、令和２年度から同時に始まっている。見直し

については、毎年度末に当該年度の取り組みについての評価を内部で行い、その中で状況が変わ

っているものについては計画変更（見直し）を行っている。 

（質問）いったん決まったものについては、年度末までは計画どおりに進められているのか。 

（回答）そうである。 

（質問）「関係団体の法人化」について、昨年度、体育協会が法人化されているが、どのように法人化さ

れたのか知りたい。利益を得ないと法人化はできないと思うが、利益をどのようにしてあげるの

か。また、各支所が無くなるのかと思ったらそうでもなく、その辺りも教えてほしい。 

 （回答）法人化については、本所、支所それぞれで協議を進めて取りまとめ、法人化となった。詳細な

動きまではわからないが、利益については、体育協会は今年度からアクアパルの指定管理者と

なっており、指定管理料により運営している。また、施設管理の他、施設での有料スポーツ教

室等の開催や、ほかの施設の管理等も行う予定と伺っている。現状では、市職員２名を派遣し

ており、法人化したとしても、運営を担う人材を確保しないと大変な面がある。 

（意見）指定管理への移行など、民営化してもそれで終わりではなく、行政としても関わりを持ってほ

しい。 



2 

 

 （２）第４次行政改革大綱実施計画の進捗状況について「資料３」 

・事務局から資料に基づき説明 

    【質疑応答】 

（質問）由利高原鉄道の取り組みについて、経営健全化にどのくらい効果があったかは、どう評価してい

るのか。２分の１補助で持ち直したということだが、経営健全化への効果がよく見えない。 

（回答）所管の地域づくり推進課が、株主総会等での決算資料により数値的なものを把握している。利用

者は増えたが、現実問題として赤字がなくなってはいない状況。詳細な数字等は、次回お知らせ

できるようにしたい。 

（意見）その辺りについて非常に興味があってこの委員会に参加しており、日頃から由利高原鉄道、バス

等の公共交通を利用している。２分の１助成は、受益者にとっては非常によいサービスだが、他

の人からすれば、不公平感がないだろうかと思っており、今後も継続して投資するに当たって

は、どういう判断でやるのか疑問。もう少し明確に示してもらえれば納得しやすい。 

（回答）由利高原鉄道では利用人数は増えており、助成を継続すると伺っているが、今後も動向を見てい

きたい。 

（意見）ケーブルテレビの運営を民間委託するということだが、インターネット利用者が光回線へ移行す

る必要があることについて周知されているのか、利用者にトラブルがないようしっかり周知し

たほうがよい。 

（回答）インターネットの移行については、ケーブルテレビのネット利用者が３～４千人いるが、個別に

通知する等、周知を図っている。それぞれの地域で各業者が売り込みしていると思うが、工事に

時間がかかっている状況もあり、困っている場合は個別に相談いただけるようにしたい。指定管

理者となった秋田ケーブルテレビも、インターネットサービスを提供予定である。 

 

（３）令和４年度指定管理者制度導入・更新施設について「資料４」 

・事務局から資料に基づき説明 

    【質疑応答】 

（質問）指定期間がすべて延びているが、その理由は。 

（回答）市では指定管理ガイドラインの見直しを行っており、従来、本市では４年が多かったが、期間の

長い方が受託者が計画が立てやすいということもあり、他のところは通常５年である。国でも安

定的な運営のためにはもっと長くともよいとしていることから、今回５年としている。今後も基

本は５年間とする。 

（質問）なかなか応募者がいないのが実態と思うが、問い合わせ等は来ているか。 

（回答）平成１６年くらいから指定管理が始まったが、制度開始後１５、６年度ほど経過する中で、受託

業者の職員の高齢化等で業務が難しくなっていたり、一方では、施設管理を得意とする事業者

が、広く全国的に応募して受託している状況である。今回の募集に対し、漏れなく手を上げてい

ただければと思っている。 

（質問）小学校統廃合の推進について、これから先はどうなるか。 

（回答）今、検討委員会を行っているが、本荘地域の小学校の再編について、街のほうは新山、鶴舞、尾

崎があり、地区では子吉と小友がある。地区では石沢が小友に統合した。さらに小友、子吉、尾

崎の一部を統合し、また、鶴舞も子吉川以西の学区を全面的に見直して小学校を二つにしようと

している。一番堰の東中学校の向かいに統合小学校を建てる。あとは鶴舞と尾崎をどうするかと

いう協議をしているところである。 
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４．その他  

  ・事務局より、次回開催予定や市政に関しては随時にご意見、ご質問をいただきたい旨を説明。 

 

５．閉会 

 

 

 


